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トランプ 2.0 の政策がインド経済に与える影響について、本レポートのポイントとして以下 4 つが挙げられる。 

✓ トランプ政権の貿易政策1 、特に追加関税はインドの貿易に多面的な影響を及ぼすと見込まれ、インドは対米貿

易政策の調整を迫られている。 

✓ 一方で、米国の対中追加関税の影響で、米国企業が「チャイナ・プラス・ワン」戦略を加速させ、インドを代替生

産拠点として選択する傾向が強まり、米国からの投資の拡大が見込まれる。  

✓ 雇用関連では、不法移民対策で米国と協力しつつ、テック人材の相互活用が進むとみられる。 

✓ エネルギー面では、ロシアによるウクライナ侵攻後に急増している安価なロシア産原油の輸入の減少が見込まれる

一方で、中東や米国からの調達が増加し、調達コストの上昇を招くだろう。これにより、インドの貿易赤字が拡大

するリスクが懸念される。 

  

 2025 年 1 月 20 日、トランプ米大統領が再び就任し、「アメリカ・ファースト」を掲げ、貿易、移民、雇用、エネル

ギー、投資などの多岐にわたる分野で自国優先の政策を推進している。具体的には、米国が貿易赤字を抱える国・地

域に対する関税の引き上げや、自国企業の競争力強化を目的とした保護主義的な産業政策を打ち出している。ま

た、移民規制を強化し、外国人労働者の受け入れを抑制するとともに、エネルギー政策では化石燃料産業の支援を

強化し、国内生産の拡大を促している。こうした政策は、インドを含む各国・地域の経済に大きな影響を及ぼすとみら

れる。 

2 月 13 日には、貿易や移民問題を中心に、トランプ大統領とモディ首相との第 2 期目初の首脳会談が開催され

た。同会談では、「2030 年までに二国間貿易を 5,000 億ドルに倍増させる」との目標が掲げられ、米印関係のさら

なる強化が打ち出された。 

本レポートでは、こうした背景を踏まえ、トランプ 2.0 の政策がインド経済に与える影響について分析する。特に、

2025 年 2 月の米印首脳会談で協議された内容を踏まえつつ、米国の貿易政策や移民政策、インドとの経済協力

関係に加え、中国をはじめとする各国の対米報復措置が、インドの貿易、投資、雇用、エネルギー分野に及ぼす影響

について考察する。 

 

トランプ 2.0 の貿易政策はインドの貿易に多面的な影響を及ぼす見込み 

トランプ 2.0 の貿易政策、特に追加関税はインドの貿易に多面的な影響を及ぼすと見込まれる。そのため、インドは

対米貿易政策の調整を迫られている。トランプ大統領は米国の貿易赤字の縮小を優先課題としており、2 月の首脳

会談では、インドに対して貿易赤字削減に向けた協力と、2025 年中の公正な貿易協定の締結を求めた。さらに、イ

ンドの関税率の高さについても指摘し、関税引き下げを促した。これらの要求に対して、モディ首相は、米国からの輸入

品に対する関税引き下げや、軍用機の購入などに前向きな姿勢を示している。さらに、首脳会談後に、米国製工業

品の輸入を拡大する方針を示している。 

 
1 ここでいう貿易は、財のみでサービスを含めないことにする。 
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2024 年の米国の各国・地域別の貿易赤字をみると、中

国に対する貿易赤字が 2,954 億ドルと最も大きい。一方、イ

ンドは 457 億ドルで、順位は 10 番目にとどまっている（図表

「米国の貿易赤字トップ 15（2024 年）」）。そのため、イン

ドは、米国による全世界を対象とした追加関税の直接的影

響や中国などを対象とした追加関税の間接的影響を受ける

ものの、米国が個別にインドを追加関税の対象とする優先順

位はそれほど高くないと考えられる。ただし、インドの関税率の

高さを考慮すると、主に対米貿易黒字国に対し同等レベルの

関税率を求める「相互関税」の適用を受ける可能性はある。 

現時点で、インドの貿易に影響を及ぼす可能性のある主な

追加関税としては、全世界を対象とする鉄鋼製品およびアル

ミニウムへの追加関税と、既に 2 月 4 日から中国製品に一律

10％を課している追加関税2の 2 つが挙げられる。  

2 月 10 日、トランプ大統領は鉄鋼製品およびアルミニウムに対し、3 月 12 日から全世界を対象に 25％の追加関

税の発動を正式に表明した3。発動されれば、インドの鉄鋼およびアルミニウム産業は大きな影響を受けると予想される。

インドの鉄鋼製品（HS コードは 73 を使用）の対米輸出額（2023 年）は、27.6 億ドルで米国は最大の輸出先

 
2 2 月 27 日に、3 月 4 日からはさらに 10％上乗せされ 20％と表明している。 
3 詳細な鉄鋼製品、アルミニウムの対象品目は Federal Register :: Adjusting Imports of Steel Into the United States、Federal Register :: 

Adjusting Imports of Aluminum Into the United States のアネックスに記載がある。 

米国の貿易赤字トップ15（2024年）
（100万ドル）

1 中国 295,402

2 メキシコ 171,809

3 ベトナム 123,463

4 アイルランド 86,748

5 ドイツ 84,824

6 台湾 73,927

7 日本 68,468

8 韓国 66,007

9 カナダ 64,192

10 インド 45,664

11 台湾 45,609

12 イタリア 43,965

13 スイス 38,463

14 マレーシア 24,830

15 インドネシア 17,883

（出所）米国国勢調査局よりSCGR作成

インドの鉄鋼製品輸出先トップ15（2023年）
（100万ドル）

1 米国 2,757

2 アラブ首長国連邦 575

3 サウジアラビア 479

4 ドイツ 447

5 英国 352

6 イタリア 319

7 オランダ 285

8 オーストラリア 272

9 カナダ 246

10 インドネシア 189

11 スペイン 175

12 メキシコ 168

13 フランス 152

14 モロッコ 144

15 ブラジル 142

（注）HSコードは73を使用。詳細品目については

Federal Register :: Adjusting Imports of

Steel Into the United Statesに記載があるが、ここ

では省略している。

（出所）UN ComtradeよりSCGR作成

インドのアルミニウム輸出先トップ15（2023年）
（100万ドル）

1 マレーシア 1,083

2 米国　 948

3 韓国 828

4 日本 406

5 メキシコ 356

6 オランダ 305

7 バングラデシュ 279

8 イタリア 253

9 中国 226

10 ベトナム 217

11 サウジアラビア 210

12 トルコ 191

13 タイ 159

14 ブラジル 114

15 アラブ首長国連邦 112

（注）HSコードは76を使用。76の詳細及び、76に属さ

ないアルミニウムを含む派生製品も含まれるが、ここでは

省略している（詳細は、Federal Register ::

Adjusting Imports of Aluminum Into the

United States）。

（出所）UN ComtradeよりSCGR作成

https://www.federalregister.gov/documents/2025/02/18/2025-02833/adjusting-imports-of-steel-into-the-united-states
https://www.federalregister.gov/documents/2025/02/18/2025-02832/adjusting-imports-of-aluminum-into-the-united-states
https://www.federalregister.gov/documents/2025/02/18/2025-02832/adjusting-imports-of-aluminum-into-the-united-states
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となっており（図表「インドの鉄鋼製品輸出先トップ 15（2023 年）」）4、アルミニウム（HS コード 76 を使用）の

輸出額は 9.5 億ドルで、米国はマレーシアに次ぐ 2 番目の輸出先である（図表「インドのアルミニウム輸出先トップ 15

（2023 年）」）。この追加関税の発表を受け、インドの鉄鋼製品・アルミニウム生産者は、対米輸出の減少を補うた

め、欧州や東南アジアといった代替市場の開拓を進めているという。 

鉄鋼製品とアルミニウムに対する追加関税については、トランプ 1.0 でも発動され、2018 年 3 月以降、全世界を

対象に鉄鋼製品に対して 25％、特定のアルミニウム製品に対して 10％の追加関税が課されていた。これに対する報

復措置として、インドは 2019 年 6 月に 28 品目の米国製品に対して追加関税を課した。その後、米国とインドは貿

易関係の改善に向けた交渉を行い、2023 年 7 月、米国はインドからの鉄鋼およびアルミニウム製品に対する追加関

税を撤廃する決定を下した。これを受け、インドも同年 9 月にヒヨコ豆、レンズ豆、リンゴ、クルミ、アーモンドなど一部の

米国製品に対する報復関税を撤廃した。 

このような前例を踏まえると、今回、米国が再び鉄鋼とアルミニウムに対する追加関税を発動した際に、インドは報復

措置を取る可能性がある。 

トランプ政権が鉄鋼製品・アルミニウムの関税を引き上げる最大の目的は、中国製の鉄鋼製品・アルミニウムの米国

への流入を阻止することにある。特に、メキシコやベトナムなどの第三国を経由した迂回輸入を防ぐ狙いがある（図表

「米国の鉄鋼製品輸入元トップ 15（2023 年）」、「米国のアルミニウム輸入元トップ 15（2023 年）」）。しかし、

 
4 図表「インドの鉄鋼製品輸出先トップ 15（2023 年）」、「インドのアルミニウム輸出先トップ 15(2023 年)」は、インド側からの統計。図表「米国の鉄鋼製品輸入元トップ

15(2023 年)」、「米国のアルミニウム輸入元トップ 15（2023 年）」は米国側からの統計であるため、インド側の統計とは数値にずれがある。 

米国の鉄鋼製品輸入元トップ15（2023年）
（100万ドル）

1 中国 10,750

2 メキシコ 7,760

3 カナダ 5,889

4 韓国 3,200

5 インド 2,665

6 ドイツ 2,429

7 日本 1,896

8 イタリア 1,679

9 タイ 1,342

10 ベトナム 1,233

11 スペイン 812

12 オーストリア 721

13 英国 650

14 フランス 643

15 トルコ 517

（注）HSコードは73を使用。詳細品目については

Federal Register :: Adjusting Imports of

Steel Into the United Statesに記載があるが、ここ

では省略している。

（出所）UN ComtradeよりSCGR作成

米国のアルミニウム輸入元トップ15（2023年）
（100万ドル）

1 カナダ 11,120

2 中国 2,574

3 メキシコ 1,940

4 アラブ首長国連邦 1,508

5 インド 859

6 バーレーン 645

7 コロンビア 623

8 韓国 621

9 ドイツ 610

10 オーストラリア 607

11 南アフリカ 549

12 アルゼンチン 454

13 ベトナム 438

14 イタリア 360

15 タイ 356

（注）HSコードは76を使用。76の詳細及び、76に属

さないアルミニウムを含む派生製品も含まれるが、ここで

は省略している（詳細は、Federal Register ::

Adjusting Imports of Aluminum Into the

United States）。

（出所）UN ComtradeよりSCGR作成
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その結果、余剰となった中国製の鉄鋼・アルミニウム製品

がインドに流入し、インド国内の中小メーカーが競争力を

失い、廃業に追い込まれるなどのリスクが懸念される。 

また、米国は対中貿易赤字を最大の懸念事項と位

置づけ、2 月 4 日に中国からの輸入品に一律 10％の

追加関税を発動しており、3 月 4 日からはさらに 10％

上乗せし 20％とすると表明している。その結果、米国市

場での競争力を失った安価な中国製品が、新たな販売

先としてインド市場に流入し、インドの対中貿易赤字が

拡大する可能性がある。インドにとっても対中貿易赤字

は大きな懸念事項であり、安価な中国製品の流入を警

戒している（図表「インドの貿易赤字トップ 15（2023

年）」）。そのため、インド政府は国内産業の保護を目

的に、2018 年以降、一部の中国製品に対して反ダン

ピング関税の導入や関税の引き上げを

実施してきた。しかし、今回の米国によ

る中国製品への追加関税の影響で、

中国製品の輸入圧力が一段と高まる

と予想されることから、インド政府はさら

なる対策を講じる可能性が高い。 

さらに、トランプ政権は対米貿易黒

字 国 を 中 心 に 、 「 相 互 関 税

（Reciprocal Tariff）」の導入を示

唆している。相互関税とは、相手国と

同等レベルの関税率を課す制度であ

る。トランプ政権は、貿易赤字の削減

を目的に、米国に対して高い関税を課

している国々にこの措置を適用する可

能性がある。 

世界銀行の WITS5によると、2022 年時点でインドが米国に課している関税（加重平均）は 9.5％であり、米国

がインドに課している関税率（3.0％）を大幅に上回っている（図表「関税率（2022 年）」）。また、インドの対米

関税はほかの周辺アジア諸国と比べても高水準であり、米国が「相互関税」を適用する可能性の高い国の一つと考え

られる。 

上記を総合すると、米国の対印貿易赤字は 10 番目にとどまっており、インドが対米貿易黒字国として個別の追加

関税の対象国となる可能性は低いと考えられる。その一方で、インドの対米関税率は依然として高いため、トランプ政

権が「相互関税」の適用を検討する可能性はある。従って、トランプ政権がインドに高関税を課すかは、現時点では不

透明であるが、インドの対応次第で交渉の余地が残されていると考えられる。 

 
5 World Integrated Trade Solution (WITS) | Data on Export, Import, Tariff, NTM 
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https://wits.worldbank.org/
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米国からの投資は拡大へ 

上述の通り、トランプ政権による追加関税

がインド貿易に与える影響は不確実性が高い

一方で、米国の対中追加関税の影響で、米

国企業が「チャイナ・プラス・ワン」戦略を加速

させ、インドを代替生産拠点として選択する傾

向が強まり、米国からの投資の拡大が見込ま

れる。  

また、2 月の米印首脳会談で半導体・AI・

バイオテクノロジーなどのテクノロジー分野での

重要・新興技術分野での産学官の協力を促

進することで合意している。加えて、トランプ政権が米国企業に対する税制優遇措置や投資インセンティブを実施すれ

ば、企業の投資意欲が高まり、対インド投資が促進される可能性がある。 

実際、トランプ 1.0 では、法人税の減税が企業の投資活動を活発化させ、国内のみならず海外投資にも一定の影

響を与えたと考えられる。また、2020 年には、コロナ禍で成長したデジタル市場への期待や、金融緩和による投資資

金の増加が相まって、米国企業によるインドのスタートアップ市場への大規模投資が見られた（図表「米国からインドへ

の直接投資（フロー）」）。バイデン前政権期には、米印間の半導体や AI 関連分野において多数の覚書

（MOU）が締結され、両国の協力が強化されてきた。こうした動きを踏まえると、米国企業によるインドへの投資が拡

大する可能性は高い。 

 

米国、インドとの AI分野での協力強化で H-1B ビザ発給拡大の可能性が浮上 

雇用の分野では、不法移民対策で米国と協力しつつ、テック人材の相互活用が進むとみられる。2 月の首脳会談

で、モディ首相は米国内のインド人不法移民の送還を受け入れることを約束し、不法移民対策の強化で合意した。 

トランプ 1.0 では、米国人の雇用保護を目的に、H-1B ビザ（特定の専門職向け非移民ビザ）の発給が削減され

た。今回も削減を求める声はあるものの、トランプ政権が AI 投資の強化を掲げる中、インド人への H-1B ビザ発給が

拡大することもあり得る。特に、トランプ陣営を支えるイーロン・マスク氏らが「テック系の優秀な移民に対するビザ発給の

拡大」を主張しており、2024 年 12 月にトランプ大統領もマスク氏の意見に歩調を合わせる発言を行っている。 

米国勢調査局のデータ（2023 年）によると、在米外国人6の総人口は 4,780 万人であり、そのうちインド出身者

は 470 万人（全体の 10％）と、メキシコ（1,090 万人、全体の 23％）に次ぐ規模を占めている。インド出身者は

過去 10 年間で 1.5 倍以上に急増している。2023 年の H-1B ビザの発行件数は 38.6 万件で、そのうち 72％がイ

ンド出身者であり、その 72％のうち、65％が IT 関連職で、米国内のテック企業に勤務している。 

また、トランプ 1.0 のビザ発給の厳格化やコロナ禍を経て、米国・インド双方の IT 企業はオフショア事業を強化し、

H-1B ビザに依存せずに業務を遂行する動きも広がっている。そのため、今後は、米国におけるインド人テックエリートの

雇用拡大と、インド国内 IT 企業との連携強化による AI の高度化の加速が進む可能性がある。 

 

 
6 在米外国人」には、帰化した米国市民、永住権保持者（グリーンカード保持者）、一時的なビザ保有者、不法滞在者が含まれる。つまり、米国に居住するすべての外国出

生者が対象となっている。 
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エネルギー調達では、中東のほか、米国からの原油や LNGの

輸入が拡大する見込み 

エネルギー面では、バイデン前政権下で 2025 年１月に発

表され現在も継続中の制裁が維持されればロシア産原油の輸

入が制約を受け続けることになる。これに伴い、インドは中東や

米国からの調達を拡大することでエネルギー確保を図っている

が、調達コストの上昇が懸念される。 

2025 年 1 月 10 日、米国はロシアの石油取引に対する新

たな制裁を発表し、ガスプロムネフチやスルグトネフテガスなどの

石油生産企業、およびロシアの「シャドーフリート（影の船団）」

に属する 183 隻のタンカーを制裁対象とした。 

この「シャドーフリート（影の船団）」とは、制裁を受けている

国が制裁逃れのために輸出に使用する非公式な船舶であり、

船舶の登録変更、航行記録の偽装、船舶自動識別装置（AIS）の無効化などの手法を用いることで、制裁を回避

している。米国はこれらの船舶を特定し、制裁対象とすることでロシアの原油輸出を抑制しようとしている。ロシアはシャド

ーフリートを利用して、インドへ原油を輸出していた。インドは、欧米諸国の対ロ制裁には参加していないが、制裁対象

の企業や船舶との取引を回避する方針を取っている。そのため、今回の米国による対ロ制裁の強化により、インドのロシ

ア産原油の輸入が減少するとみられる。 

ロシアは、2022 年 2 月のウクライナ侵攻後、欧米の制裁によって西側市場を失い、2022 年後半以降、インドに

大幅な割引価格で原油を供給するようになった。その結果、インドはロシア産原油の最大の買い手のひとつとなり、

2021 年にはインドの原油輸入全体に占めるロシア産原油の割合がわずか 2％であったのに対し、2023 年には

38%にまで急増した（図表「インドの原油輸入に占めるロシア産原油の割合」）。 

しかし、トランプ政権がこの制裁を維持するかどうかは不透明であるが、それに応じてインドの調達戦略も変化する可

能性がある。インド政府は既に供給源の多様化を進めており、特にサウジアラビアや UAE など中東との石油供給契約

の交渉を進めている。 

さらに、中東からの原油の供給に加え、米国からの LNG、原油、石炭の輸入の拡大も見込まれる。トランプ政権は

化石燃料の重要性を強調しており、2 月の米印首脳会談では、インドは米国からの LNG と原油の輸入拡大を約束

した。また、2 月 10 日より、中国政府は米国に対する報復関税として、米国産の石炭・LNG に 15％、原油・農業

機械・ピックアップトラックに 10％の追加関税を課しており、その結果、中国向けの米国産エネルギー資源の輸出が減

少し、その一部がインド向けにシフトする可能性がある（図表「米国の輸出：LNG, 原油、石炭」）。 

こうした状況を踏まえると、インドは、これまで割安だったロシア産原油の輸入を縮小し、市場価格での調達が必要な

中東や米国からの輸入を拡大せざるを得ないだろう。これにより、インドの貿易赤字が拡大するリスクが懸念される。 
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今後の展望 

 以上のように、トランプ 2.0 の政策は、インドの貿易、投資、雇用、エネルギーにわたり、複合的な影響を及ぼすと考

えられる。特に、貿易環境の不安定化やエネルギーコストの上昇は短期的なリスクとなる一方、米国企業の対インド投

資の加速は、中長期的な成長を支える要因となる可能性がある。 

 今後、インド政府は、対米貿易交渉において戦略的な対応を強化するとともに、経済成長に不可欠なエネルギーの

安定確保を最優先課題の一つとして迅速に進める必要がある。また、投資誘致の強化に加え、国内産業の競争力

向上を目的とした政策的支援を拡充し、経済のレジリエンスを高めることが求められる。 

以上 


